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NPOの マ ネ ジ メ ン トとは
明治大学経営学部専任講師 小関 隆志
講義の 目的:NPOの マネジメントは,営 利企業のマネジメン トと共通する点 もあれ
ば,異 なる点 もあ ります。NPOのマ ネジメントの独 自性 を明 らかにすることが目的
です。
前回の講義(田 中尚輝氏)で は,NPOにはマネジメ ントが必要不可欠であること,
ボ ランテ ィア活動 とNPOの違 い,に ついて学 びま した。今回の講義の前 半では,
NPOにマネジメン トが必要であることを踏 まえたうえで,NPOマネジメン トに見 ら
れる特徴 を,営利企業 と比較 しながら明 らかにしていきます。
後半では,NPOのマーケティングの独 自性 を考 えます。特にNPOに特徴的に見 ら
れるソーシャル ・マーケティングについても言及 します。
1.NPOマ ネ ジ メ ン トの独 自性
(1)NPOと営利企業の違いは相対的
NPOと企業 は,営 利 を追求するか否か,営 利 を分配するか否か とい う違いはあ りますが,
これは絶対的な違いではな く,あ くまで も相対的な違いに過 ぎません。
NPOは使命を重視する傾向があ りますが(ミ ッション志向,運 動性),営利企業は営利を重
視する傾向があると言われます(プ ロフィット志向,事 業性)。しか しNPOも活動を維持する
ために収益事業 を行 います し,他方で社会的責任 を重視 し社会貢献を積極的に行 う営利企業 も
あ ります。
NPOの場合,構 成員(会 員,職 員,ボ ランティア,理 事 ・監事)の 受け取る報酬は営利企
業 に比べて安い,あ るいはゼロ,マ イナスであることが多いわけです。 これに対 し,事業で利
益 を得 られる営利企業にはボランティアがいません。金銭面の報酬が低い分,構 成員は精神的
満足 を得てバランスを保っています。
(2)NPOと営利企業の境界線
NPOと営利企業の間にある組織 を山岡義典氏は 「こだわ り事業」 と呼んでいます。 こうし
た組織は 「事業性」 と 「運動性」の双方を同時に追求 しようとしています。具体的にはコミュ
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ニティ ・ビジネス,協 同組合,社 会的企業などが当てはまります。
コミュニティ ・ビジネスとは,地 域住民がよい意味で企業的経営感覚 をもち,生 活者意識 と
市民意識の もとに活動 する 「住民主体の地域事業」のこととされてい ます(細 内信孝他監修
『少子高齢化 を支 える市民企業』19ペー ジ,細 内信孝 『コミュニティ ・ビジネス』13ペー ジ)。
あるいは,地 域 コミュニティの問題解決 と生活の質の向上をめざす活動 を,ビ ジネスを通 して
実現することとも言えましょう。細内信孝氏 によれば,ボ ランティア活動 と,営利企業の中間
的な領域であ り,NPOを含めたよ り幅広い もので,形 態 は株式会社,有 限会社,NPOな どさ
まざまあ ります。 し
「社会起業家」や 「市民起業家」 という表現も見 られるようになりま した。町田洋次氏など
は,多 くの事例 を挙げて説明 しています(町 田洋次 『社会起業家』,ヘントン他 『市民起業家』,
細内信孝他監修 『少子高齢化 を支える市民企業』)。
かつては 「市民事業」 とい う表現 もありました(片 岡勝,林 和孝 「市民事業論」 『現代の理
論』1989年9月号)。
他方,協 同組合 には農協(農 業協同組合),生協(生 活協同組合),漁協(漁 業協 同組合),
森林組合,企 業組合,協 同組織金融,労 働者協同組合,共 済協同組合などがあります。イタリ
アやスペインなどヨーロッパ諸国には 「社会的協同組合」があり,社会的弱者への職業訓練や,
受刑者の社会復帰支援,介 護サービスなどを行っています。
協同組合は,形 式上組合員間の相互利益 を目的 としているので,非 営利ではな く中間法人で
あ るとも指摘 されますが,単 に相互利益だけではな く,広 く社会一般の利益 を図ってい ます
(例えば食品の安全性,社 会的弱者の雇用促進,森 林の保護 と林業の育成,中 小企業への融資
など)。
社会 的企 業 につ いて は,①NPOに 近 い もの と捉 える説 と,② 社 会的責 任 を果 たす営利企 業
と捉 える説,が あ ります。
① 「あ る特定 の コ ミュニテ ィにおいて,関 係 す るさまざ まなス テイ クホル ダーの参加 を もとに,
社 会 的 目的 を達成 するため の事 業 を行 う組織 」。介 護保険 サー ビス を行 うNPOや ワーカーズ コ
レクテ ィブを主 に念頭 におい てい ます。(生協 総合 研究所 ・山 口浩平 氏)
http://www。ps.ritsumei.acjp/archive/thesises/master/1999/pdf/yamaguchi.pdf
同様 の発 想 で は,フ ィ リピンな ど途上 国 の農村 開発NGOが 行 う農作 物 開発 取 引事業 を 「社
会 的企 業」 と呼 ぶ例が あ ります。(草 の根援 助運動 「フィ リピン農村 再建 運動PRRM年 次 報告
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99年版」hゆ://㎜.angel.nejp/一p2田d/p㎜1999repo曲㎞ を参照)
② 「企業の社会性は利潤を還元することが要求される時代か ら,自 らが社会性を持つことが付
加価値 とされる時代に入 りつつあるのではないだろうか。21世紀 を生 き残る企業は 『社会的
企業』 を自ら具現化できる企業であるのか もしれない」。廃食油をディーゼルエンジン燃料に
リサイクルする企業,不 登校児 にホームスクールという手段 で教育の機会 を提供する企業,障
害者に自立の機会を与 える企業などの 「社会企業家」 を主 に念頭 においています。(三井物産
戦略研究所 ・新谷大輔氏)http://mitsui,mgssi.com/world/0111/toku_05.htm1
(3)営利企業との比較
共通点
相違点
営利組織 非営利組織
①目的 メ ンバ ー 間で 目的 の
共有
営利性
利潤志向
運動性
使命志向
②意思決定 国家,市 場,利 害 関
係者か らの影響
株主総会,取 締役
会
総会,理事会
責任者と経営者の分業体制
③マーケティン
グ
サ ー ビス の受 け手 に
立 って考 える,市 場
を知 る(単 な る販促
ではない)
サービス供給対象 資金源 とサ ービス供給対象の双方
を対象。
さまざまなステイクホルダーに対
するマーケティング
ソーシャル ・マーケティング
④サービス 顧客の存在 対価を得て提供 無料ないし安価の提供
⑤ メンバ ーの構
成
経営者の存在 有 給 のス タ ッフ ・
役員
有給ス タッフのほか にボランティ
アの存在
理事 もボランティア(が 多い)
⑥メ ンバーへ の
動機付け
有給スタッフは報酬
が前提
より高い報酬 を目
的(労 働の満足感
も必要)
使命感,満 足感 ～安い(あ るいは
無)報 酬で も満足(満 足感 なけれ
ば去る)。
⑦資金調達 事業収入 事業収入(銀 行か
らの借 り入れも)
補助金 ・助成金 ・寄付 ・会費も
⑧業績評価 次 期 に向 けた評価 の
実 行,PDSサ イ クル
生 産性 向上(人,金,
時 間の有効 な活用)
評価基準=利潤
※営利企業 も利潤
だけでな く社会責
任
評価基準=使 命
※抽象的な使命 を,実 行可能な計
画,戦 略 にブ レイクダウンし,計
画の達成度 を測 る。
⑨ アカウンタビ
リティ
情報公 開による信頼
の獲得
公金を用いない
ただ し環境 など倫
理問題
公金使用で求められる。不透明な
運営は不信感を生む。
経営者支配～株主など外部からチ
ェックが入 りにくい構造
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① 目的
NPOは使命感重視(ミ ッション志向が強い)に 対 して,営 利組織 は営利追求重視(プ ロフ
ィット志向が強い)。NPOの起業家には強い社会的使命感が求められています。現実の社会的
諸問題に対 して座視できない感受性が出発点です。
ただ しメンバー間で目的を共有すること自体は,NPOと営利組織の両者に共通 しています。
NPOでも規模が拡大 して,ス タッフやボランティアのような関係者が増 えてきて,組 織 とし
て何をするのかについて共通の理解を持つ必要が出てきた段階,あ るいは外部から資金援助を
得 る必要が出てきた段階では,目 的を具体化 して事業計画 を立てることが不可欠 とな ります。
(今田忠 『NPO企業 ・経営 ・ネットワーキング』53～54ペー ジ)
使命重視 と営利重視 は相対的な違いに過 ぎませ んから,現 実にはNPOが収益事業を行 う場
合や,営 利企業が社会性 を重視 した事業を展開する場合,コ ミュニティ ・ビジネスや協同組合
の 「こだわ り事業」(山岡義典)が 社会性 と営利性の双方 を同時に追求する場合など,さ まざ
まなバ リエーションが考えられます。
②意思決定
NPOと営利組織 とでは経営責任者の体制が異な ります。営利組織 の場合は出資 した株主の
総会が最高決定権 を持 ち,経 営者を選出 します。 これに対 しNPOでは,理 事会が最高決定権
をもち,経 営者(マ ネージャ)を:選出 します。
NPOの場合,決 定権 を持つ理事会 と,日 常の実務 を担 う事務局が分かれています。企業 も,
最高意思決定機関の株主総会 と,日常の業務 を行う取締役会が分かれています。理事会や株主
総会は,決 定権や任命権があるとはいえ 日常の運営に関わっているわけではあ りませ んので,
実務上の イニシアチブはCEOが握 っています。どちらの場合 も組織の構造はおおかた共通 し
ていると言えましょう。
ただ し,理事会(株 主総会)と 事務局(取 締役会)が 実際に機能分担 している組織(企 業〉
はある程度規模の大きな,フ ォーマルな体制のものであって,零 細規模 の組織(企 業)に おい
ては,形 式的 にはどうあれ,実 際にはそれほど機能分化 していないことが多いの も事実です。
機能分化するのは,カ リスマ的な創立者の時代 を過ぎて集団指導体制に入ってからだと言われ
ています(田 尾雅夫 『ボランタリー組織の経営管理』)。
NPOの定義には,組 織の民主的な意思決定が含 まれていません。原則的 にス タッフやボラ
ンティアの意思 とは無関係に,トップダウンで方針が決められるわけです。しか し,ヨーロッパ
的な社会的経済の発想では,ボトムアップ型の民主的な意思決定が重要な要素 となっています。
協 同組合や労働者 自主管理企業では,全 てのメンバーが一人一票ずつ投票権 を持っています。
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他方,組 織の中での意思決定が全てではあ りません。外部か らの影響や圧力か ら自由ではな
いからです。外部とは,国 家(法 律や政策など),市場(価 格の変動や競争相手),利害関係者
(顧客や地域住民からのクレーム)な どを念頭 においています。NPOも,こ うした外部からの
影響 ・圧力を背景に使命 を作 った り,変更 したりします。小島廣光はアンケー ト調査の数量分
析で,外 部か らの影響と組織運営 との関連性 を調べ ました(小 島廣光 『非営利組織の経営』)。
NPOのステイクホルダー(利 害関係者)は 理事会,職 員,コ ミュニティ,寄付者,受 益者
など多数存在 し,そ れぞれがNPOに期待するため,NPO経営者はこれらの期待を適切 に調整
する必要があ ります。特に寄付者はNPOの経営に条件をつけ,経 営の自由裁量権 を制約する
ようなことも起こります。
資金や人員 を外部に依存 している 「オープン ・システムズ」のため,外 部からの評価が組織
の存続 に影響 してきます。そこでさまざまなステイクホルダー(利 害関係者)に 気配 りしなけ
ればな りません。
このため,必 然的に外部の状況(特 に顧客のニーズ)に 敏感 にならざるを得 ません。すなわ
ちNPOにもマーケティングが不可欠となります(河 口弘雄 『NPOの実践経営学』6ページ)。
③マーケティング
営利目的で顧客に売 りつけることではな く,顧客のニーズ(人間生活 に不可欠な生理的欲求)
や ウォンッ(ニ ーズが満たされた後の より高級なものに対する欲求)に 応えることが基本なの
で,NPOに もマーケティングが必要とされています。 またNPOには,財 やサービスのマーケ
ティングに加えて,ソ ーシャル ・マーケティング(社 会全体の利益や福祉の向上を視野 に入れ
たマーケティング)も 求められます(今 田忠 『前掲書』56ペー ジ)。
対価で商品やサービスを提供するのでなく,他 から資金を得 て,無料 ない し安価で提供する
ことか ら,営利企業 とは別のマーケテ ィングの方法がNPOには必要 とされます。すなわち,
サー ビスの提供対象(受 益者)と,企 業や財団,国,地 方自治体,一 般寄付者などの資金源の
双方をマーケティングの対象に しなければなりません。
NPOの場合,市 場 を通 じて受益者からチェックされることがないので,「売れるか売れない
か」 を基準に判断することができません。
他方,ボ ランテ ィアの存在 もあ ります。営利企業よりも多いステイクホルダーに対するマー
ケティングが求められ ます。
④ サ ー ビス提供
NPOに 『顧 客』 とい う概念 を導 入 したの はP.F.ドラ ッカーで した。 ドラ ッカー は次の よ う
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に述べ ています。
「原則の第二は,顧 客 を知れということである。そう,「顧客」である。ノーといえる人が
顧客であると定義するならば,事 実上,誰 で も二人以上の顧客 をもっている。洗剤メーカーの
場合には,ス ーパーマーケッ トは,あ る特定のメーカーの洗剤 を棚 に置 く義務 も,ま た特にそ
れを主婦の目に付 くところに置 く義務 もない。また,主 婦たちがそのメーカーの洗剤を買おう
と思わない限 り,売上げにはならない。そういう意味で,洗 剤 メーカーには二種類の顧客がい
る。ボーイスカウ トやガールスカウ トには,も っと多様な顧客がいる。子どもの親がいる。子
どもがいる。そ して,ボ ランティアがいる。彼 らなしでは,ス カウ ト組織を運営 してい くこと
はで きない。 さらに,学 校の教師にもスカウト活動 を 「売 り」込む必要がある。さもないと,
い とも簡単 に邪魔 されるか,ひ どい場合には子 どもたちの参加を禁止されてしまう。」(ドラッ
カー 「非営利組織の経営』第2部第1章,70ページ)
営利企業の場合,顧 客 に対 して商品やサービス を,対価 を得て提供 します。他方NPOでは,
無料 ないし安価で提供することが多 く,その分のコス トは他の資金提供者や無償のボランティ
アか ら得 ます。その場合,マ ーケティングの方法や対象 も変わってきます。
⑤ メ ンバ ーの構 成
、NPOにお け る 「人」 は社 員,リ ー ダー,ス タ ッフ,ボ ラ ンテ ィ ア,サ ポ ー ター(財 政 的 ・
物 的 な支援者)な ど,営 利企業 よ りも多岐 にわた ります(今 田忠 『前掲 書』57～61ペー ジ)。
経営 者 は,営 利企業 の場合有給 だが,NPOの 場 合(理 事)は 無給 で ある場合 が多 いです。
⑥ メンバーへの動機付け
ボランティアが自発的に活動で きるように,ス タッフの側が仕事 を任せ るとともに,ボ ラン
ティアの仕事ぶ りに目配 りする(=ボ ランティア ・マネジメント)必要 もあ ります。
NPOで働 くスタッフやボランティアは,職 業に対する自己実現欲求が強 く,統制 されるこ
とを嫌 うため,地 位や給与 という伝統的経営管理手法が通 じに くい とされています。仕事の内
容で満足 を与え られるかどうかが重要なか ぎになるわけです。
ボランティアと有給スタッフの関係 を調整 し,不必要な摩擦 をで きるだけ回避する必要 も生
じます。
他方,財 政的 ・物的な支援者である会員(サ ポーター)に は会員サービスを提供 し,組織の
活動 に共感 して支援する人を広げることも重要です。
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⑦資金調達
営利企業では事業収入が主要な資金源で(銀 行からの借 り入れもある),原則的に公的機関
か らの補助 はあ りません(銀 行に対する公的資金注入 といった例外 もあ りますが)。これに対
し,NPOは事業収入だけでな く,国 や地方 自治体か らの補助金を得 るほか,財 団などから助
成金を得ています。また,企 業や個人から寄付金を得た り,会員から会費を得た りします。た
だ しこうした資金源は,組織 によってそれぞれ大 きく異なっています。小規模で不動産 をほと
んど持 たない組織は,法 人格 を持 っていても,銀 行からの借 り入れが難 しいと言われていま
す。
ただ し,近年 はNPOが行政からの補助金 を削減 され,ま た寄付金 も伸びないことから,ま
す ます事業収入に依存を深めるようになってお り,こ の点ではNPOは営利企業に近づいてい
・ると言えます。
⑧業績評価
かつて営利企業 に在籍 し,その後 シャプラニール(市 民による海外協力の会)で 事務局長 を
務めた川口善行氏は,営 利企業とNPOの評価基準の違いを簡潔に表現 しています。
「営利企業といえども,今 や利潤の追求のみでは通用 しません。企業の社会的責任も重視 さ
れるようになって きています。その点では,企 業経営 も公益性 を追求するNGOに近づ いてき
ていると言えるのか もしれません。 とはいえ,営利企業にとっては,利潤が厳 しく求め られま
す。NGOと は当然経営の有効性 に関する物差 しが違い ます。NGOのr脚 は れ'れ の
NGOが げる。 ・にヌ・していか'こ 山 に'、 日が われているかが問われま
す。」(川口善行 「途上国での国際協力活動に必要なこと」『NPO基礎講座3』215ペー ジ,傍 線
引用者)
川口氏 と同様 に,かつて営利企業で仕事 をし,その後NPOである世界 自然保護基金(WWF)
に移 った河口弘雄氏 も,非営利組織の業績評価のもつ特徴 を次のように述べています。
「長 く営利企業で仕事をし,非営利組織 に入って仕事を始めると,当初はビジネスで経験 し
て得た知識 と能力を百パーセ ント活用 し,その組織の業績 を飛躍的に改善できるだろうと考え
る。 しか し,非営利組織に入って しば らくすると,営利企業での常識が非営利組織では通 じに
くい という経験をする。そこで翻って考えてみると,脚IAと 脚1糸'はr脚 として
質遡 ことが認識できる。(中略)
NPOの経営 には幾つかの特徴があ り,そ れらがNPOの経営 を難 しい ものにしている。 まず
NPOが社会 に生み出 してい くサー ビス,た とえば 妖 言R慧 といった
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のの'は,一 ・ 示で1{が で ない,と いう問題がある。つまり,非営利組織の業績は利
益の大 きさでは測定できない。同時に,NPOの負 っている課題は非常に大 きいため,成 果が
課題解決のためどのくらいの重要性があるのか,把 握するのが困難である という問題 もある。
(中略)
これ らのことは,経 営迦NPOお よび の'一 一 の 白・ 佐郭 がtで
ないことを物語っている。」(河口弘雄 『NPOの実践経営学』2～4ページ,傍線引用者)
一般的に組織が拡大するとマネジメン トが必要 となります。この点は,NPOと営利企業 に
共通 してい ます。 また,方 法論 としての 「デ ミングの輪」(PDSサイクル,あ るいはPDCAサ
イクル)も 共通 しています(松 本修一 『共感のマネジメン ト』)。
NPOの場合,評 価することによって使命がどの程度達成で きたか,効 率的に活動で きたか
が明 らかになり,次期の活動計画に反映 させることがで きます。NPOと企業 とで,評 価基準
こそ異な りますが,評 価することの基本的な意味は営利企業 と共通です。
どの ように評価 するか とい うと,抽 象的 な使命 を,実 行 可能 な計 画,戦 略 にブ レイ クダウ ン
し,計 画の達 成度 を測 るこ とにな ります。
評 価 に は3種 類(Economy,Effectiveness,Efficiency)があ り,こ の う ち経 済 性 評価
(Economy)は,収支計 算書 に基づ き予算 と決算 を対 比 して資金 の流 れ と損益 を明 らか にす る
ものです 。効 率性(E旋cdveness)は,・プロ ジェク トや プログ ラムが うま くい ってい るか どう
か(=形 成評 価),ま た今後 も継続 す るか どうか(=総 括評 価)を 評価 します。 これ は費用 ・
便益 分析(Cost-BenefitAnalysis)の手法 と言われ ます。効 果性評価(Ef丘ciency)は,事業 を
実 施 した こ とで どの ような効果 が 出たか(た とえば給食サ ー ビスに よって高齢 者の健康 状態 が
どの程 度改善 されたか)を 評価 す る ものです 。
⑨ アカウンタビリティ(説 明責任)
NPOも営利企業 も社会的存在であ り,国民生活に多大な影響 を及ぼす ことから,必 要な情
報公開を行 って説明責任を果た し,信頼を獲得することが必要です。
NPOは営利企業以上にステイクホルダー(利 害関係者)が 多いので,積 極的に情報を公 開
し,市民の批判 を仰 ぐ姿勢が求められ ます。特に税金や寄付金といった公金を使 う場合,納 税
者や寄付者に対する説明責任が必要 とされます。充分に説明責任を果たさないと,不信感を生
む恐れがあるか らです。逆に,今 後 も税金や寄付金を得るためには,効 果的に資金 を活用 した
ことをアピール し,信頼 を勝ち得るとい う戦略が有効であると指摘 されています。 またコミュ
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ニティとの関係 も,組織運営 を透明化(ガ ラス張 り)にすることによって信頼 を得ることがで
きます。
営利企業であれば,売 上や利益で経営状態が判断 され,株 価に反映 されるという外部チェッ
ク機構が働 きますが,NPOの場合にはそうしたチェックが働かず,「善意でいいことをしてい
る組織」 と見 られるので(=性 善説),経営者支配を許 してしまう素地があ ります。
2.NPOマ ー ケ テ ィ ン グ の 独 自性'
ω 通説
・ラ ブロ ック とウェ イ ンバ ーグ は,非 営 利組織 の マー ケテ ィ ングの特 徴 を9つ 挙 げ てい ます。
ここでは,主 要 な5つ の特徴 を,営 利 企業 との比較 で と りあげ ます。以下 の5つ の うち,1～4
はコ トラー も同様 に挙 げてい ます 。
非営利組織 営利企業
1)製品の本質 サービスと社会的行動 製造業の有形消費財
2)非財務的目標の優位
性 ←成功 ・失敗の基準)
非金銭的基準(実際は未開発) 金銭的基準
3)資源獲得の必要性 寄付金 ・助成金など資源獲得のための
マーケティングが別途必要
なし(事業収入のみ)
4)多様な顧客関係者 資源獲得と資源配分の両方の顧客が
いる。そのほかにも多様な顧客が存在
販売先が顧客
5)組織使命と顧客満足
の間の緊張
顧客の目先のニーズに合わせず長期
的展望を持つ
消費者至上主義
以下,各 項 目について簡単に解説 します。
1)製品の本質
従来のマーケティング技法のほとんどは,製 造業の有形消費財を対象としたものですが,ほ
とんどの非営利組織は主 としてサービスと社会行動にかかわっています。サービスや杜会行動
はマーケティング戦略において,有形材 と異なるアプローチを必要としています。
2)非財務的目標の優位性
多 くの非営利組織は,財 務的余剰 も求めず,事 業収入で全経費をまかなうことも期待 してい
ないので,非 財務的目標に組織使命の優位性 を置いています。 このため,成 功 ・失敗 は金銭的
に測 り難いという一面も持ってい ます。財務面の成功は,目 的のための手段 に過 ぎないからで
す。 したがって,寄付者や補助金 ・助成金支出者が,出 した金に見合った成果をあげたかを判
断するために,非 金銭的測定基準の開発が必要 と指摘 されています。
178 一 経 営 論 集 一
3)資源獲得の必要性
営利企業 と対照的に,多 くの非営利組織は,販 売収入で諸経費をカバーできませんので,寄
付金や助成金の新規獲得に努力 し,さ らに既存資金源か らの収入の維持に努めねばな りませ
ん。
4)多様な顧客関係者
非営利組織 は,資源獲得 と資源配分の両方の顧客に対処することになります。この他,第 三
者支払人(健 康保険会社や,子 どもの学費 を払う両親),政治家,所 轄官庁,元 顧客(OBな
ど),マスメディアなど多様 な顧客に対処 しなければなりません。
5)組織使命 と顧客満足の間の緊張
非営利組織では,消 費者至上主義 と組織使命の達成 とは相容れない場合があると見 なします
ので,目 先のニーズに合わせ るのではなく,長期的展望に立脚するこ≧にな ります。
(注:特にこれはソーシャル ・マーケティングに当てはまる特徴 と言えます。つまり,人 々に
とって魅惑的だが反社会的あるいは不健康な行動を中止 させること,本 来気が進まないがやる
べ き行動 をとらせるこζが,ソ ーシャル ・マーケティングの目標となることが多いからです。)
(『公共 ・非営利のマーケティング』1章4節,『非営利組織のマーケティング戦略』1章3節)
上記1～5の 基準は,非 営利組織 と営利企業を区別する指標 とされています。これらの指標
によれば,通 説は非営利組織の本質を次の2点で捉えています。
①サービス業である。
②製品 ・サービスの対価を,受 益者からではなく,寄付者から受け取 る。
まず① の 「サービス業である」 ことは,マ ーケティングを考える際に,次 のような特性 をも
っています。すなわち,
サー ビスは無形。物のように,提 供者か ら分離で きない。生産 と同時 に消えて しまうので,
物 のように,蓄 えてお くことができない。絶えず変化する。
物の場合 には,一度 に大量 に作って,倉 庫 に蓄 えておいた り,物流で各地に配達することが
で きます。 しか し,サー ビスは人間が直接その場で提供するので,流 通の方法を別に考えなけ
ればなりません。
次 に②の 「寄付者から受け取る」 ことは,マ ーケティングを考える際に,次 のような特性 を
もっています。
営利企業ならば,売 上高 と利益の大 きさが事業成功の基準 となるが,非 営利組織は資金 を寄
付者か ら受け取 るし,利益 を目的 としていないので,そ うした金額 は基準 にな らない。
また,寄 付者やボランティア(個 人,企 業,行 政,財 団など)に寄付 を求める必要があるの
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で,非 営利組織は多様 な関係者にとり囲まれています。
さらに,寄 付者やボランティアは一見無償で資金や労力を提供 していますが,マ ーケティン
グの 「交換」概念によれば,精神的な満足感を金銭の代わ りに得ています。つまり,寄付者や
ボランティアが満足 を得られるように配慮 しなければな りません。(『公共 ・非営利のマーケテ
ィング』1章4節,2章4,5節,『非営利組織のマーケティング戦略』1章3節)
これらの説は,日 本人も含め,多 くの研究者に受け入れられています(た とえば,梅 沢昌太
郎著 『新版 非営利 ・公共事業のマーケティング』第1章 「公共 ・非営利事業におけるマーケ
ティング ・コンセプ ト」。河口弘雄 『NPOの実践経営学』第10章 「NPOの受益者志向マーケ
ティング」。島田恒 『非営利組織のマネジメントj第7章 「マーケティングとは何か」。など)。
② 問題提起
多 くの非営利組織が,製 品でなくサービスを提供 しているというのは,お そらく間違いでは
ないでしょう。 しか し,製品かサービスかの違いは,営 利企業か非営利組織かの違いとはやや
ずれています。営利のサービス業はた くさんあ ります し,非営利の製造業もあるからです。製
品を提供する非営利組織については,通 説は当てはま りませんし,サ ービス業の中で営利 と非
営利 の区別をつけられません。
第二に,通 説は非営利組織 を,補助金や寄付金など外部資金 を収入源 とする組織だという前
提 に立って議論を展開 しています。外部資金を収入源 とする非営利組織が多いことは確 かです
が,外 部資金ではな く会費や事業収入でまかなっている組織や,ご くわずかな割合 しか外部資
金 を取 り入れていない組織 も少なくあ りません。事業中心の組織については,通 説は当てはま
らないおそれがあ ります。他方,政 府から補助金 をもらっている中小企業 も存在 します。
第三に,「顧客の目先のニーズに合わせず長期的展望 を持つ」 という特徴が,消 費者至上主
義 と対比 して挙 げられています。非営利組織の活動の中で,社 会変革キャンペー ンは大 きな意
義をもっています し,さ まざまな活動がなされていることは確 かです。 しかし,そ れは非営利
組織の活動全体 を特徴づけるものではな く,あ くまで も一部 にとどまることにも注意が必要と
思われます。 また営利企業で も,た とえばアルコールのメーカーが未成年の飲酒禁止を呼びか
ける新聞広告 を出すなど,似 たようなキャンペーンを行っている場合 も少数ながら見受 けられ
ます。
このように考 えてきますと,結 局の ところ非営利組織 と営利企業の問を厳密に線引 きできる
基準は,い まだ確立 しては しないと考えられます。非営利組織の実態があまりにも多様で複雑
なため,全 てを包含する明確な特徴 を見出すことが極めて難 しいためです。加えて,非 営利組
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織 と営利企業 との境目が次第に曖昧になってきています。強いて言えば,厳 密な線引きと言 う
よりも理念型 として捉 えたほうが良いのかもしれません。
(3)ソー シャル ・マーケティングとは
ソーシャル ・マーケティング(socialmarketing)という概念は多義的で,使 う人によって
まるで違 ってしまいます。そこで最初 に,い くつかの意味 を整理 してお きたいと思います。
①企業活動を社会システムの一部 として捉え,そ の活動が社会 システムに及ぼす影響,特 に地
球環境への社会的責任を重視する考え方です。これはエコ(環境)マ ーケティングなどとも言
われます。
エコマーケティングの対象分野 としては,工 場などのもの(商 品)作 り現場での省エネルギ
ー対策,商 品を使用する際の 「環境 にやさしい」商品の開発,寿 命が尽 きた商品を回収 ・再利
用で きるシステムの開発,の 三つ に大別 されます。
コ トラーは,組織の目標 と責任を果たすための鍵としてソーシャル ・マーケティングを捉え,
顧客 の満足ならびに長期的な消費者および公衆の公正 を生み出すことをめざす経営者の志向を
「社会志向的マーケティング ・コンセプ ト」(societalmarketingconcept)と呼んでいます。こ
のコンセプ トは長期的な消費者および公衆の構成 を考慮の対象 として付け加える点で,単純 な
マーケティング ・コンセプ トとは異なってい ます。また,そ れは組織の視点をマーケティング
に対す る利害関係者の種類を拡大するとともに,そ の長期的効果を考慮 に入れるように転換す
べ きことを要請 しています。すなわち,マ ーケティング意思決定において,消 費者の欲求,消
費者の利益,企 業の内部の要件ならびに社会的公正の4つの考慮要因を含めることによって社
会的責任 を担 うという考 え方です(徳 永豊他編 『詳解マーケティング辞典』143ペー ジ)。
②マーケティングの考え方を企業の戦略 としてだけでなく,役所や労働組合,学 校,病 院とい
った,い わゆる非営利組織などにも応用 しようというものです。コ トラーが提唱 し,NPOマ
ーケティングとも呼ばれています(棚 部得博 『マーケティングがわかる事典』44ペー ジ)。
ソー シ ャル ・マーケテ ィングとい う新 しい概念 が登場 した背景 につ いてですが,コ トラー と
レヴ ィは1969年,'BroadeningtheConceptofMarketing',JoumalofMarketing,vol.33を著 し,
マ ーケ テ ィ ング ・コンセ プ ト拡張 を唱 え,大 きな影響 を与 えま した。そ の後,さ ま ざまな論 者
が新 た な概 念 である ソー シャル ・マーケ テ ィング を定義 づ け ようと試み ま した。例 えば,次 の
よ うな定 義が 出 されてい ます。
・ 「社会 的主義 主張への マー ケテ ィング ・スキルの応用」(コ トラー,ザ ル ッマ ン)
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・ 「すべ ての社 会 システ ム内 での市場 やマーケ テ ィング活動 の研 究」(レ イザ ー,ケ リー)
・ 「マー ケテ ィング技術 のマ ーケテ ィ ング以外 の領域 への応用 」(バー テルズ)
・ 「マー ケテ ィングが経 済関係 の なか での交換 を行 うの に対 し,ソ ー シャル ・マ ーケテ ィング
は社 会関係(た とえば,家 族計 画機 関一 クライア ン ト,福 祉 機関 一貧困 な人々,ソ ー シャル
ワー カー一老 人,ハ ンデ ィキ ャップを持 つ人 々)の 中で の交 換 を扱 う。 ソー シャル ・マーケ
テ ィングは社会 関係 内での交換 行動 の ダイ ナ ミクスや性 格 を確 定 す る試 みで ある」(バ ゴ ジ
ィ)(徳 永豊 他編 『詳 解マ ーケテ ィ ング辞 典』214～215ペー ジ)
ソーシ ャル ・マー ケテ ィング概念 は論者 の視 点 の違 い によって さま ざまに解釈 され る ことが
分か ります。 これ らの うち,以 下で は,コ トラーが1971年に定 義 した 「社 会 的主義主 張へ の
マー ケテ ィング ・ス キルの応 用」 の意 味で ソー シャル ・マ ーケテ ィング を取 り上 げ,社 会変革
キ ャ ンペ ー ンの効 果的 な行 い方 を考 え ます。
(4)ソー シャル ・マーケティングの歩み
コ トラーによれば,ソ ーシャル ・マーケティングの より厳密な定義は 「標的集団における社
会的アイディア,あるいは主義主張の需要可能性を増加させることを求めるプログラムの設計,
実行,統 制」 とされています。
ソーシャル ・マーケティングは,も ともと広告から始ま り,次第に進化 してきました。
①広告キャンペーン……商業広告の影響力に注 目した非営利組織は,社 会広告キャンペーンを
実施 しました。 しか し,広告だけでは不十分な結果 しかえられ ませんで した。広告で盛 んに呼
びかけられても,行動に移すだけの知識や技術,資 金を持たない人々は,広 告を見ただけでは
どうにもできないためです。 また,マ スコミの影響力が以前 より弱 まったことや,さ らに,具
体的な行動に移る場合に手助けして くれる人を見つけるのが難 しいこともあ りました。
② ソーシャル ・コミュニケーシ ョン……広告だけでは不十分だったので,人 的販売やイベン ト
なども取 り入れ,人 々がアプローチで きる拠点(た とえば医師,床 屋 など)を用意 し,対面 し
て率直な話 し合いができるように工夫 しました。
この方法は一定の成果があ りましたが,他 方,タ ーゲ ットを絞 り込 まなかったため,あ まり
効率的なや り方とは言えませんで した。また,基 本的に相手がやって来るのを待つ受動的な方
法だったので,販 売促進の手法が使 えず,人 々を望 ましい方向に導 く方法を持っていないとい
う限界 ももっていました。
③ ソーシャル ・マーケティング……こうした試行錯誤 を経て開発されたソーシャル ・マーケテ
ィングの手法は,効 果的に人々を説得で きるという利点をもってい ます。マーケティングミッ
クスの4要素を含み,人 々の状況,ニ ーズに合 わせて製品 ・価格 ・販売促進 を修正追加するこ
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とが可能 となりました。
(5)ソー シャル ・マーケティングの事例
ソーシャル ・マーケティングの事例 としては,環境美化,麻 薬撲滅,防 犯,マ ナー遵守など
様々ありますが,な かでも禁煙の呼びかけは典型的な事例の一つといえましょう。
禁煙キャンペーンは数多 くあ りますが,こ こでは 「子どもに無煙環境 を」推進協議会の活動
を取 り上げてみたいと思います。
この組織は1988年8月に設立されたNPO法人で,「子 どもたちの健全な心身の育成のために
必要な,「たばこの煙のない生活環境」への改善を促すことを全国的な世論 にすること」 を組
織の目的に掲げています。
また,基 本方針として
1)関係機関が幅広 く連携 しあった実施母体が必要。
2)社会的共感を呼ぶ,効 果のある内容 とテーマが必要。
3)子どもたちや大人の方々にも広 く参加 してもらえるイベン ト性が欠かせ ない。
4)その子 どもたちの思いをメッセージとして社会に届ける工夫 と継続性が望まれる。
の4つを掲げています。
興味深いのは,ど のような手段 を用いて人々に禁煙を呼びかけるのかということですが,こ
の組織では下記のように様々な手法を駆使 しています。
・啓発ポスター ・紙芝居
・ポスター ・童話の コンクール
・標語,マ ーク ・童話絵本の発刊
・絵本 ・マ ンガ本の発行
今回の講義では扱 う余裕があ りませんが,ソ ーシャル ・マーケティングでは,禁 煙を人々に
訴え,効 果的に説得するため には,ど のようなメ ッセージを,いつ,ど のような手段で,ど う
いう人に対 して投げかけるか とい う問題 を科学的に研究 しています。
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